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１．次期基本計画に盛り込むべき事項の最終とりまとめを 

  公表しました。 

 

〇 第 12回成年後見制度利用促進専門家会議 
 令和３年 12月 15日開催の第 12回成年後見制

度利用促進専門家会議（オンライン開催）で

は、これまでの専門家会議 12回、ワーキンググ

ループ 17回の議論を踏まえて事務局が作成した

最終とりまとめ（案）について、議論が行われ

ました。後見制度の運用改善や地域連携ネット

ワークづくりに関する意見が出るなど、活発な

意見交換が行われました。 

▶ これまでの議論は厚生労働省ＨＰに掲載している議事録

でご覧いただけます。 

～大森彌委員長から 

期待お言葉をいただきました～ 

 

第二期計画では、地域共生社会の実現という目的に向

け、本人の意思を尊重した支援・活動における共通基盤

となる考え方として「権利擁護支援」を明記しました。

全国どこでも、権利擁護支援が必要な人が、必要なとき

に成年後見制度をつかうことができるようになることが

必要です。そのための地域の連携体制、運用改善、制度

のあり方などについて今後の方向性を示すことができた

と思います。本会議の委員の皆さんの見識と熱意の賜物

です。今後は、その実現に向けて、ご本人や当事者団体

の皆さんや、国、自治体、関係団体、家庭裁判所などが

連携・協力し合い、連携を強め、一歩でも二歩でも前進

させていきたいと願っています。とりまとめの準備と調

整に力を尽くしてくださった事務局の皆さんにも感謝申

し上げます。 

 大森 彌 

現行の成年後見制度利用促進基本計画（平成 29年３月 24 日閣議決定）は、平成 29 年度から令和３年

度までを計画期間とし、これに基づき利用者がメリットを実感できるよう、制度の運用改善、地域連携ネ

ットワークづくり、安心して制度を利用できる環境の整備を進めてきました。 

今年度は現行基本計画の最終年度であることから、政府の成年後見制度利用促進専門家会議で次期基本

計画（第二期成年後見制度利用促進基本計画）に盛り込むべき事項を検討しました。その結果は「最終と

りまとめ」として令和３年 12月 22日に厚生労働省ＨＰで公表しています。 

▶ 最終とりまとめはこちら https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212875.html 
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🌺 本号の掲載内容 🌺 

１．次期基本計画に盛り込むべき事項の最終とりまとめを公表しました。 

２．「成年後見制度利用促進体制整備研修」を開催します。 

３．「意思決定支援研修」を開催しています。 

４． 日常生活自立支援事業の適正な実施の徹底について 

成年被後見人等の欠格条項の適正化等に関する通知発出のお知らせ 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212875.html
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〇 最終とりまとめの構成をご紹介 

計画期間は、令和４年度から令和８年度

までの５年間です。 

Ⅰ成年後見制度の利用促進に当たっての

基本的な考え方及び目標、Ⅱ成年後見制度

の利用促進に向けて総合的かつ計画的に講

ずべき施策、のほか今回は「別紙 工程

表・ＫＰＩ」が設けられています。次期基

本計画として決定した後には、工程表やＫ

ＰＩを踏まえた取組が進められます。 

最終とりまとめの内容については、今

後のニュースレターでも解説していきます

ので、ぜひご覧ください！ 

 

２．「成年後見制度利用促進体制整備研修」を開催します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

研 修 名 内容・ポイント 日程・定員 

基礎研修 
 
主に、市町村・中核機関等

職員が対象 

権利擁護支援の基本的な考え

方、地域連携ネットワークの

全体像等を理解する。 

オンデマンド受講期間 

 １月中旬 ～１月 30日（日） 
400名 

ライブ配信日 

 １月 31日（月）～２月１日（火） 

応用研修 
 

主に、中核機関職員等が対

象 

中核機関職員として求められ

る実践的なスキルを習得す

る。 

オンデマンド受講期間 

 １月下旬～２月 16日（水） 
600名 

ライブ配信日 

 ２月 17日（木）～18日（金）、21日（月） 

都道府県担当者研修 
都道府県研修の企画立案・運

営に関する手法、最新の施策

動向などを理解する。 

ライブ配信日 

１月 14日（金） 
300名 

 

３．「意思決定支援研修」を開催しています。 

本研修では、令和２年 10月に公表された「意思

決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」を

学ぶことができます。昨年度と今年度の２か年を

かけて、全 47都道府県で開催（今年度は 32 都道

府県で開催）しています。チームによる意思決定

支援の下で本人のための財産管理・身上保護を行

う取組を全国的に進めます。 

今年度も 12 月より順次開催しています。まだ、

申込みが可能な日程がありますので、ぜひご受講

ください。 

今後は、年明けにパブリックコメントを実施し、３

月末までに第二期成年後見制度利用促進基本計画と

して閣議決定する予定です。 

○ 本研修は、市町村・中核機関職員、都道府県職員などを対

象にしており、成年後見制度や権利擁護支援について、体系

的かつ網羅的に学ぶことができます。 

○ 今年度も、遠隔地の方に多く受講していただけるように、

非集合型のオンライン形式で実施します。 

○ 以下の日程で開催します。12月 10 日に各都道府県に送付

した事務連絡も確認いただき、ぜひご受講ください。 

基礎及び応用研修については、都道府

県職員、都道府県社会福祉協議会職

員、市区町村又は都道府県から推薦の

ある専門職の方もご参加いただけま

す。 



 

 

科目 内容 形式・時間 

支援付き意思決定と代行決定 

 

 

 

 

 

意思決定支援の実践が求められてきた背景、意思決定支援の基本的

な考え方や原則、やむを得ずに代行決定に移る場合の注意事項や原

則を学び、自身の今までの実践を振り返っていただきます。 

講義・演習 
2時間程度 

後見事務における意思決定支援 
後見事務における意思決定支援に関して、法的根拠や各意思決定支

援ガイドラインとの関わりを理解する内容となっています。 

講義 
1時間程度 

ガイドラインにおけるプロセスの実際 

 

 

 

 

 

本人を交えたミーティングを実施するまでの具体的なプロセスを、映像教材

を用いた演習を通して学んでいただきます。 

講義・演習 
3時間程度 

▶ 詳細・申込みはこちら https://www.ishiketteishienkensyu2021.jp/ 

 

４．日常生活自立支援事業の適正な実施の徹底について 

本事業は、専門員が作成した支援計画の下で、地

域住民が生活支援員として本人に寄り添い、見守

り、意思決定支援を行いながら適切な金銭管理等を

支援することで、尊厳のある本人らしい生活の安定

を図る互助のしくみです。 

年末年始を迎えるため、関係の皆様方には、休暇

中の体制や、金銭や書類等の管理について確認して

いただいているところかと思います。 

つきましては、併せて、以下の事務連絡を踏ま

え、適正な実施に向けた確認や整理も進めていただ

きますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

ニュースレター第 28号で、成年被後見人等の欠

格条項の適正化等に関する事務連絡の発出をお知ら

せしたところですが、この事務連絡を踏まえ、本年

４月８日に総務省から各地方公共団体に対して、欠

格条項の適正化等に関連する対応状況の確認と必要

に応じた対応や、今後の職員の募集案内等において

地方公務員の欠格条項の要件に成年被後見人等を含

めるといった誤った表記をしないよう、留意するこ

とを求める通知が発出されています。 

 関係地方公共団体、関係団体の皆様におかれて

は、成年被後見人等の人権が尊重され、成年被後見

人等であることを理由に不当に差別されないよう、

引き続き、適切な対応をお願いいたします。 

 

 

 

厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 成年後見制度利用促進室 

〒100-8916 東京都千代田区霞が関 1 丁目 2 番 2 号  

電話 03-5253-1111〔代表〕（内線 2228）FAX 03-3592-1459 

利用促進ホームページ  
厚生労働省ホームページ 成年後見制度利用促進 検索 で 

各都道府県・政令市 日常生活自立支援事業 担当宛

「日常生活自立支援事業の適正な実施 の徹底 につ

いて」（令和３年 12 月 21 日付事務連絡） 

成年被後見人等の欠格条項の適正化等に関する通知発出のお知らせ 

各地方公共団体宛 成年被後見人等の権利の制限

に係る措置の適正化等について（令和３年４月８

日付け通知） 

令和４年もどうぞよろしくお願いいたします。   成年後見制度利用促進室員一同 

https://www.ishiketteishienkensyu2021.jp/
https://www.mhlw.go.jp/content/newsletter28-2021.3.1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000874797.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000874797.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000874797.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000874638.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000874638.pdf
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